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ら1973年2月の BSC110ヶ乍発展計画J(Ten Years Development Strategy) 
公表をはさんで1974年官頭にいたる時期である。第Eの局面は， 1974年 3月労
働党の政権復帰，鉄鋼合理化計画の見直しに始まり，労使関係の曲折が展開す



















1956~ 7 年当時の15%から 1964~ 5牛の 6%レベルにまで落ち込んでいたので
ある*。
キと〈に1961"-'2年の不況を反映して， 収益率は1962年5%， 1963年4.3%にまで急
落したが，その後 63百台への回復が見られたのであり，こ白当時には未だ1962~ 3 
年の事態は全〈側外的なものとみられていた。
第 E表 イギリス鉄鋼産業輸出・輸入量 第2表鉄鋼完成製品出荷量
単位1000トン
1956-1966 Thousand tons 
Exports Imports Net Exports 1956 16，522 
1956 2，370 1，396 974 1957 16，776 
1957 2，630 749 1，881 195R 15，028 
1958 2，243 454 1，789 1959 15，123 
1959 2，508 371 2，137 1960 18，687 
196日 2，776 1，229 1，547 1961 16，766 
1961 2，876 447 2，429 1962 15，675 
1962 2，864 763 2，101 1963 17，303 
1963 3，112 1，186 1，926 1964 20，346 
1964 3，397 1，543 1，854 1965 20，191 
1965 3，475 557 2，918 1966 19，021 
1966 3，268 865 2，4日3 資料出所 BISF，Ir印刷dSteel 





2) ちなみにいえば， 1956-66年り聞に， イギリス鉄鋼業での投資総額はl億7000万ポンドであ
。， 1966年時点で鉄鋼産業のキャピタル，ストックは24億ポンドり価値を有していた。 Benson
Report， p.64 




















1956 57 58 59 
利潤総額は減価慣到l後，刺子支払および課税前である。
資料出所 Benson Report， p.65 
16 (232) 第140巷第6・6号
ス鉄鋼連盟JBISF (British Iron and Steel Federation)に上って設置された























3) BISF， Benson Report: The Stage 1 Report of the Deve]opment Coordinating Committee 
of the British lron and Steel Fecleration， BISF， July 1966 
4) Benson Report， para. iv~xviii 
5) Thid.， para. xxv. 




産性の増加率は， 1965年から75年にかけて年率6.8%のオーダーになる」 と (The






















6) BISF. Labour Productivity and Manning in the Steel Industry; The Report of rhe 
Working Party on Labour Productivity and Man旧 ng，appointed by the BISF and jointly 
responsible to the lron and Steel Trades Employers Association and the BISF Technical 





威および効率性を弱める傾向を持つことになったのだJ(The Report 01 the Wor長










率的生産ができる筈である。 (TheReport， pp. 8~日〕
以上のようにオーハ ・マニソグの原因をおさえたうえで，作業部会レポー
トは経営の取祖むべき割1題と Lてa)経営管理そのものの活性化と指揮・命令系
統の強化。 b)作業計測の遂行。 c)労働組合との関係調整。 d)作業慣行の変更。
e)剰員整理などの諸点を立入って示唆Lていたヘ
終 a) 管理そのものの活性化。管理組散の整備と指揮・命令系統の強化。 ζれはライ
ン監督者訓練の九実および全従業員の活動にワいての詳細なプラン 〆グとスケジ







イギりス鉄鋼合理化と全国レヘルの苦使関係 (235) 21 































ベルで代替的雇用機会の創出と住居問題の解決に当ること。 (TheRepoγt， pp. 16 












計画は総計10億ポ γ ドの投資によって， 1975年までに年間鉄鋼生産の3300万ト












イギリス鉄鋼合町tと全国レベルの労使関係 (237) 23 
という.BSCの三大ストリップミノレ中心地での生産能力増強〔投資額7600万ポ






公社経営陣は， 翌 1968年 5月10日. TUCSICC に対して「生産性向上計画」
(Productivity Programme) を提示Lてz これへの協力を要請した。先にみ
た BISFの手になる固有化前の試みをふまえ，また BSC自体の手になる調











その結果が政府白書 110ヶ年発展計画J (Ten Year Development Strategy) 
として公表されたのは1973年2月になってからであヮたω。
7) BSC， Productivity PrograJηme-P四 posalsfor Increasing Productivity，乱10dernisingthe 
Wage Struc比ureand Improving CondHions of Employrnent， (通称 G，巳叩 Book)19G8 
なお，この「生産性向上計画」の詳細については，拙稿，イギリス鉄鋼業における労務政策の
展開. r経済論叢J第135巻第3号を参照されたい。













中的に強化すべきだとしていた。 (p.7. para. 8) 
具体的には，既に年間500万ト γ以上の製鋼能力をもっ PortTalbot， Llan-
wern. Scunthorpe， South Teesside CLackenby and Redcar)および Raven
scrmgの5大製鉄所に集中的に投資を行うものであり，中でも Teessideは，

















として，これに対処すべきだとしたのであった (p.11. para. 32)。
この間，既に1972年のうちに BSC木社からリーグしたときれ，その後「秘
密レポートJ (The Confidential Report) として知られた文書が鉄鋼業関係
者の間で広〈回覧された， I吾製鉄所における発展のバターンJ (The Pattern 
















意が喚起さるべきであるJo(Notes on Special Delegate Conference， ISTC， Man 
and Metal， May 1973. cited in C. Docherty， Steel and Steel Workers， 1983， p 
9) C. Docherty， Steel and Steel Workers， 1983， p.128. 

















Beswick) を座長とする合理化再検討委員会は， 1974年秋から作業を開始， 75 
年 2月に中間報告，同年8月に最終報告書を発表した。このいわゆる「ベズウ







って老朽プラ Y トの統合・閉鎖を早急に実施しよろ左していた。フィニスト y
体制のもとで BSCは即刻プラン通りの合理化全進め 2方2日00人の人員を削減
することが必要であると宣言しており，労働党トニー・ベンの産業省と固有企























BSC <l)経営陣は， 1974年12月12日の ISTC との会談を皮切りに，対 NUB






第2図 b BSC争議による損失ンフト数単位 1000ンフト
資料出所 FirstReport from the Select Committee on Nationalized 




方法をとった。 ISTCとの聞で 4つの作業部会(1975年4月に 4報告書提山)，
NUBとの問で 3作業部会(同年5刀， 3報告書提出)， NCCC との聞で2作
業部会(同 5~6 月に 2 報告書提出)， TGWUとの聞で 1つの作業部会〈同5
月に報告書提出〕を設置L， とりあげた論点としては①紛争処理手続，②賃金
構造，③採用・司iI煉，②職務満足，@:労使の意思疎通等，広汎にわたっていた。
イギりス鉄鋼合理1tと全国レベルの苦使関保 (243) 29 
他方J これと並行して BSCは，具体的に作業遂行の効率性を確保し， rlO 
ヶ年計画」にもとつく人員削減を促迫するために，ワーク・スタディによる
「計測刺激給」制度 WMIS(Work Measured Incentive Scheme) の広汎な















3) 公社 sSC側からの 3人の代表と ISTCからの 3人の代表によヮて楕成される
合同委員会が，これら制度の逆行を検討L，ローカル交渉の進展の聞に起りうる全
ての組蹄を調整する。 Agreementwith regard to the improvement or introduc-












った。 BSCはs 中央突渉・協約成立によって， 1975年以降 WMISの導入が急
速に進行するととを期待していた山。しかし， 1976年 7月に始まる政府所得政
策は賃金引上に予想以上に厳しい制限を課するものであり， WMIS導入の条件
となっていたリードイ γ.ベイメ γ トの支払を許容せぬものであった叩。










11) なおメインテナンス分野については，既に再国有化以前にポ←ト タルポット(当時は Steel
Company of Wale~ 社〉においてl ワー ク スタディー を導入した生産性交渉が行われ， NCCC 




12) First Report f70m tha Select Committea on Nationalized Industries， Sessi叩 1977-78
B円'tishStel口orpor叫ion(以下 SelectCo肌 mitteeRetort と略す)， Vol I. Minutes of 
Evidence， p.249 
13) 政府白書「イシフレ ションへの攻撃'J(The Attack Qn Inflation， Cm出血51，July 1975) 
は，過去1年間で25%に達した消捕者物価上昇の沈静をはかるために，所得政策を提起し，賃金
引上については一得週6ポンドの実額上限規制を行った。
イギリス鉄鋼合理{じと全国レベルの労匝間部 (245) 31 
第3表 BSC利益/損失の推移
単位 100万ポンド
年 次 生産額 課和税・益特/別損控除失前 課利税・益特/別損控除失後* 使平用均資本収当主り主
1967/61 1071 - 21 19 
1968/69 1195 - 22 23 
1969170 682 10 12 1.1 
1970/71 1457 7 一10 2.9 
1971パZ 1292 - 45 - 68 
1972173 1477 9 3 3.4 
1973/74 1775 56 50 6.8 
1974/75 2255 89 72 8.9 
1975/76 2356 216 255 
1976/77 3059 - 69 - 95 2.1 
1977/78 3154. -455 443 
1978/79 3288 327 309 
1979/80 3105 -544 -545 
キ特別控除は，主として減価償却およびプフント閉鎖に伴う費用である。
































ート・タノレポット PortTalbot他のサウ旦・ウェーノレズの諸製鉄所では， 3000 
人以上の労働者がこの問題をめぐってストライキに入札週末Vフトだけでは







14) C. Docherty， Steel and Steel Worke叫 19田， p. 132. 









たといわねばならないu かくて， 1976竿 1月 8， 9， 10日と， 22， 23日の延べ
5同にわたる会談の末， BSC e TUCSICCおよび NCCC との聞で「雇用コ
ストの削減および労働生産性の改善に関する共同声明JJ oint Statement on 
Reductions in Employment Costs and Improvements in Labour Productiv-















15) Select Committee Retort， Vol. 11. Minutes 0/ E'Vidence， p. 21 








挫折せぬように適切な援助を行う (4週間以内に TUCSICCとして， このための
止式の機関および手続に関する討議士行う)0 5) TUCSICCは. BSCの深刻な立
場と各ワークス・レベパで自発的合意協約に達することの必要性についで，傘下町
労働者に対する情宜活動を行う。 6)この声明合意の6ヶ月後には. BSCと TUCS.
ICCが会合し，進展状態を検討し，さらに必要とされる行動についての決定を行う。
7)この 5年間に既にかなりの率に達している自然退職 (naturalwastage) を最大
限に利用する。このためには，全てのプラントで可能な阪り，欠員職務を外部から
の採用によるよりは内部的職務再構成と配転によって充員するように諸組合が協力








労働力削減に達しなかった場合に 3 公社は他の整理手段を考えること。 2)TUCSI. 




という経緯を TSじSlCι として認める。 3)0976年)1月4日以来プレミアム・ γ
ブトの削減がなされ，これをめぐって紛争状態が存在するところではl まず(1月






















遂行する。 BSCand TUCSICC / NCCC， Joint State抗 enton Reductions in Em-













が i共同声明」があったとはいえ， 1977年なかばにいたるまでは， BSCは目
立ったプラント閉鎖を実施することにはならなかった。しかし， 1977牛秋スコ




大規模クロージャー以降， ISTCおよび TUCSICCが関与してJ 交渉を推進










































16) Agreement with regard to an Increase in Wages 1978， 2. 2. (Ii労働協約l57-65へジ
審問。ζ と)。なお， BSCはこれに続いてメインテナンス分野市 NCCC諸組合との闘でも「属用
コストの削減及び労民前主産性の向上」に闘する協約を締結した。 BSCI NCCC. Agreement with 
regard to“Reductions in Employment Costs and Inprovement in Labour Productivity"， 
1978. 4. 10. (~労防協約J 66~69ページ参照)。






Appendix to the Agreement wIth regard to an Increase in Wages 1978 
2. 2. cr労働協約~ 61~65ベ ジ参照のこと〕。

















こうした BSC レベノレの動きと連動して， 1978年3月に議会に提出された政
府の鉄鋼業合理化に関する白書 IBSC 活件化への道Jl9lは 1980年代に
17) C. Docherty， op. ci九 p.135 
18) ここでふ通れてお日ぱj ピルストン ワー クスは結局1979年に全面的に閉鎖されるにいたったh
19) BSC: The Road to Viability， Cmnd. 7149. March 1978 
イギリス鉄鋼合理化と全国レヘルの古使関係 (253) 3~ 







らの実行を正当化す昼時まで凍結さるべきであると主張する (para.12) 0 i政














閉鎖の交渉を推進することを承認するJ (para. 14) としていたのであった。
ζ 号した姿勢の延長線上で白書は， BSCの努力と政府各省の協力によって，
閉鎖の影響を受ける諾地域での代替的雇用の創出や新産業の振興等について指
針を示すものであったが (para.6~22) ，いずれにしても鉄鋼労働者にとって，
それは工場閉鎖と人員削減の加速を意味するものに他ならなかった。
